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今
回
は
、
こ
の
改
正
法
の
な
か
で
も
介

護
事
業
者
に
影
響
の
大
き
い
、
時
間
外
労

働
の
上
限
規
制
と
年
次
有
給
休
暇
の
取
得

義
務
に
つ
い
て
説
明
し
ま
す
。

　

今
回
の
改
正
法
で
最
も
イ
ン
パ
ク
ト
が

大
き
か
っ
た
の
は
、
時
間
外
労
働
の
上
限

規
制
で
す
。
労
働
時
間
の
上
限
が
法
律
に

明
記
さ
れ
る
の
は
、
１
９
４
７
年
に
労
働

基
準
法
が
制
定
さ
れ
て
以
降
初
め
て
の
こ

と
で
、
70
年
ぶ
り
の
大
改
革
と
い
え
ま
す
。

　

現
在
、
時
間
外
労
働
は
理
事
長
な
ど
の
使

用
者
と
職
員
の
間
で
労
使
協
定
を
締
結
し
、

労
働
基
準
監
督
署
に
届
け
出
れ
ば
上
限
な

く
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
が
、
今
後
は
月
単
位

や
年
単
位
で
上
限
が
設
け
ら
れ
、
こ
れ
ら
を

超
え
た
場
合
、
罰
則
が
科
さ
れ
ま
す
。

　

２
０
１
８
年
６
月
29
日
の
参
議
院
本
会

議
で
、「
働
き
方
改
革
を
推
進
す
る
た
め
の

関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
」（
以
下
、

関
連
法
）
が
成
立
し
ま
し
た
。

　

図
表
１
は
、
今
回
の
改
正
内
容
を
一
覧

に
し
た
も
の
で
す
。
太
枠
で
囲
っ
た
部
分

が
、
介
護
業
界
に
大
き
く
関
係
し
ま
す
。

　

そ
れ
ぞ
れ
改
正
内
容
に
よ
り
施
行
時
期

が
異
な
り
ま
す
の
で
、
注
意
が
必
要
で
す
。

「
大
」
は
大
企
業
、「
中
小
」
は
中
小
企
業
で
、

そ
れ
ぞ
れ
施
行
時
期
が
異
な
り
ま
す
。

　

介
護
事
業
者
は
、「
資
本
金
の
額
又
は
出

資
金
の
総
額
が
５
０
０
０
万
円
以
下
又
は

常
時
使
用
す
る
従
業
員
の
数
が
１
０
０
人

以
下
の
会
社
お
よ
び
個
人
」
に
該
当
す
る

場
合
は
、
中
小
企
業
と
判
断
さ
れ
ま
す
。

　

労
働
基
準
法
36
条
に
も
と
づ
く
労
使
協

定
で
あ
る
36
（
サ
ブ
ロ
ク
）
協
定
で
定
め

る
こ
と
の
で
き
る
時
間
外
労
働
の
＂
原
則

的
＂
限
度
時
間
は
月
45
時
間
、
年
３
６
０

時
間
以
内
で
、
こ
の
上
限
に
変
更
は
あ
り

ま
せ
ん
。
今
後
対
応
が
求
め
ら
れ
る
の
は
、

＂
例
外
的
＂
限
度
時
間
と
し
て
、
特
別
条
項

付
き
の
36
協
定
を
締
結
し
て
い
る
介
護
事

業
者
で
す
。

　

今
後
は
、「
年
間
７
２
０
時
間
以
内
」「
休

日
労
働
を
含
み
月
１
０
０
時
間
以
内
」「
休

日
労
働
を
含
み
２
～
６
カ
月
の
平
均
が
80

時
間
以
内
」
の
３
つ
の
基
準
を
満
た
さ
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
２
～
６
カ
月
の
平

均
は
、
ど
こ
の
期
間
を
と
っ
て
も
基
準
を

満
た
す
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

現
在
、
特
別
条
項
付
き
の
36
協
定
を
締

結
し
、
先
の
基
準
を
超
え
て
い
る
場
合
は
、

今
後
の
労
働
時
間
の
設
定
方
法
を
変
更
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
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ど
で
す
。
人
手
不
足
が
続
く
こ
の
介
護
業

界
で
は
、
ほ
か
の
労
働
者
に
負
担
を
か

け
る
こ
と
へ
の
懸
念
か
ら
年
休
取
得
の
申

し
出
を
た
め
ら
う
労
働
者
が
多
く
、
こ
れ

が
有
給
の
取
得
率
が
低
い
大
き
な
原
因
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

今
後
は
、
労
働
者
に
希
望
を
聞
い
た
う

え
で
、
事
業
者
側
が
時
季
を
指
定
し
て
取

得
さ
せ
る
な
ど
の
対
応
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　

年
12
カ
月
の
う
ち
、＂
例
外
的
＂
限
度
時

間
を
超
え
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
る
の
は
６

カ
月
の
み
で
、
そ
の
他
の
６
カ
月
は
45
時

間
以
内
に
収
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

年
次
有
給
休
暇
（
以
下
、
年
休
）
が
年

10
日
以
上
付
与
さ
れ
る
職
員
に
は
、
年
５

日
を
取
得
さ
せ
る
こ
と
が
義
務
づ
け
ら
れ

ま
す
。
年
休
の
取
得
は
労
働
者
が
そ
れ
ぞ

れ
自
発
的
に
取
得
を
す
る
場
合
が
ほ
と
ん

な
お
、
義
務
づ
け
ら
れ
る
５
日
に
つ
い
て
、

す
べ
て
自
発
的
に
取
得
し
た
労
働
者
に
つ

い
て
は
時
季
を
指
定
す
る
必
要
は
あ
り
ま

せ
ん
（
図
表
２
）。

　

ま
た
、「
年
次
有
給
休
暇
管
理
簿
」
を
作

成
し
、
個
人
別
に
年
休
の
付
与
日
数
や
取
得

日
数
を
管
理
す
る
こ
と
が
義
務
づ
け
ら
れ

る
予
定
で
す
。
介
護
事
業
を
運
営
す
る
社
会

福
祉
法
人
等
で
は
、
法
定
の
年
次
有
給
休
暇

の
ほ
か
に
、
特
別
休
暇
と
し
て
夏
季
休
暇
や

慶
弔
休
暇
を
年
休
と
し
て
付
与
し
て
い
る

場
合
も
多
い
な
か
、
年
休
の
取
得
率
を
高
め

る
こ
と
は
簡
単
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

年
度
末
に
取
得
す
る
人
が
殺
到
し
て
人

員
配
置
基
準
を
満
た
せ
な
い
な
ど
と
な
ら

な
い
よ
う
に
、
１
年
の
な
か
で
計
画
的
な

取
得
を
う
な
が
す
こ
と
が
重
要
で
す
。

　

近
年
で
は
、
年
休
を
時
間
単
位
で
付
与

し
、
取
得
率
を
高
め
る
介
護
事
業
所
も
増

え
て
い
ま
す
。
５
日
分
を
上
限
と
し
、
労

使
協
定
の
締
結
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

　

そ
の
ほ
か
に
も
、
月
60
時
間
を
超
え
る

場
合
の
割
増
賃
金
率
の
50
％
ル
ー
ル
の
中

小
企
業
へ
の
適
用
や
、
終
業
時
間
と
翌
日

の
始
業
時
間
に
一
定
程
度
の
イ
ン
タ
ー
バ

ル
を
設
け
る
、
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
制

度
導
入
の
努
力
義
務
な
ど
、
長
時
間
労
働

を
是
正
す
る
内
容
が
多
く
盛
り
込
ま
れ
て

い
ま
す
。

　

ま
ず
は
事
業
所
内
の
課
題
を
把
握
し
、

そ
れ
ぞ
れ
の
施
行
時
期
か
ら
逆
算
し
た
計

画
的
な
対
応
を
心
が
け
ま
し
ょ
う
。

取
得
が
義
務
づ
け
ら
れ
る

年
次
有
給
休
暇

介護経営術
激動
生き抜く

の
を時代

図表1　働き方改革関連法の概要

第139回労働政策審議会労働条件分科会（平成29年9月4日）資料より抜粋

名称 内容 施行時期

残業時間の上限規制
時間外労働の上限を年720時間、月100
時間（休日労働含む）、2 ～ 6カ月の平均
80時間（同）に設定

大：2019年4月

中小：2020年4月

有休取得の義務化 年次有給休暇が年10日以上ある労働者に
ついて、うち5日の取得を法人に義務づけ 2019年4月

勤務間インターバル制度
残業時間が月60時間を超えた場合にかか
る50％の割増賃金等について、中小規模
法人に適用している猶予措置を廃止

中小：2023年4月

産業医の機能強化 職員の健康管理に必要な情報の提供を企
業に義務づけ 2019年4月

同一労働同一賃金 正規職員と非正規職員の待遇に不合理な
差をつけることを禁止

大：2020年4月
中小：2021年4月

高度プロフェッショナル
制度の創設

高収入（年1075万円）で専門知識をもつ労
働者について、本人の同意などを条件に
労働時間の規制対象外とする。

2019年4月

図表2　現行の年休取得方法と改正案
現行 改正案

①時季指定
（例：「○月×日に休みます」）

①時季の希望を聴取

②○月×日に年休が成立 ②希望をふまえ時季指定
（例：「○月×日に休んでください」）

③○月×日に年休が成立

労働者 労働者使用者 使用者

◦わが国の年休取得率：48.7％（平成27年）
　⇔平成32年の政労使目標：70％
◦1年間で年休を1日も取得できていない労働

者の割合：16.4％（平成23年時点の調査）
※このほか「計画的付与」（労働者側の代表と使用者

との協定の締結）により時季を決めることも可能
（平成27年導入企業割合16.0％）

◦年休が10日以上付与されている労働者に限る
◦以下のケース：使用者は義務から解放される
　　 労働者が自ら5日以上の年休を取得した
　　 労働者自らの取得3日＋計画的付与2日
　　 労働者が自ら2日の年休を取得した
　　 3日の年休の計画的付与が行われた

使用者の時季
指定は不要

使用者は5日に足り
ない日数のみ指定

年5日の年休については、以下の仕組みとする

「ためらい」から、そもそも
①の時季指定を行いにくい


